
総
務
部
長
か
ら
示
さ
れ
た
最

終
回
答
で
は
「人
事
委
員
会
勧
告

は
、
労
働
基
本
権
制
約
の
代
償

措
置
で
あ
り
尊
重
す
る
こ
と
が

基
本
」
と
の
考
え
方
が
示
さ
れ

「
育
児
部
分
休
業
、
子
育
て
部
分

休
暇
及
び
介
護
時
間
等
と
時
間

単
位
年
休
の
併
用
取
得
を
今
年

７
月
よ
り
可
能
と
す
る
」
「
子
育

て
部
分
休
暇
の
対
象
と
な
る
子

の
年
齢
引
上
げ
に
つ
い
て
他
府

県
の
状
況
等
を
踏
ま
え
検
討
」と

の
回
答
が
示
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ

ら
は
府
労
組
連
が
職
場
の
声
に

も
と
づ
き
要
求
し
て
い
た
も
の
で

あ
り
、
こ
の
間
の
交
渉
を
通
じ
て

勝
ち
取
っ
た
成
果
で
す
。 

し
か
し
、
府
労
組
連
が
今
季
の

闘
争
で
強
く
求
め
、
現
場
の
実
態

を
踏
ま
え
て
厳
し
く
追
及
し
て

き
た
▼
物
価
の
高
騰
が
続
く
も

と
で
の
全
て
の
職
員
・
教
職
員
の

生
活
改
善
に
つ
な
が
る
賃
上
げ

▼
会
計
年
度
任
用
職
員
、
非
常

勤
講
師
等
の
待
遇
改
善
▼
再
任

用
職
員
の
賃
金
水
準
引
上
げ
▼

評
価
制
度
の
中
止
、
抜
本
的
な
見

直
し
▼
過
労
死
ラ
イ
ン
超
え
の
異

常
な
時
間
外
勤
務
解
消
と
業
務

量
に
見
合
っ
た
大
幅
な
職
員
・
教

職
員
増
▼
子
育
て
・
介
護
の
た
め

の
特
別
休
暇
の
拡
充
、
子
ど
も
が

不
登
校
と
な
っ
た
場
合
の
休
暇

制
度
▼
安
心
し
て
休
暇
の
取
れ

る
職
場
環
境
（
代
替
職
員
配
置
）

な
ど
の
要
求
に
対
す
る
前
進
的

な
回
答
は
な
く
、
き
わ
め
て
不
満

の
残
る
内
容
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

府
労
組
連
は
、
交
渉
で
の
到
達

点
を
確
認
し
、
今
季
の
闘
争
を
終

結
す
る
と
と
も
に
、
秋
季
年
末
要

求
闘
争
に
向
け
て
、
大
幅
な
賃
金

の
引
上
げ
、
職
員
・
教
職
員
増
を

は
じ
め
、
切
実
な
要
求
実
現
を
め

ざ
す
取
り
組
み
を
進
め
ま
す
。 

 
 

 正
規
も
非
正
規
も 

大
幅
賃
上
げ
め
ざ
し
て 

 

今
回
の
交
渉
で
は
、
再
三
に
わ

た
っ
て
、
物
価
高
騰
が
続
く
も
と

で
、
職
員
・
教
職
員
の
生
活
が
悪

化
し
て
い
る
こ
と
を
伝
え
、
賃
上

げ
を
行
う
よ
う
求
め
て
き
ま
し

た
。
こ
れ
に
対
し
、
府
当
局
は
「
人

事
委
員
会
勧
告
は
労
働
基
本
権

制
約
の
代
償
措
置
で
あ
る
こ
と
か

ら
尊
重
す
る
こ
と
が
基
本
」
と
の

回
答
を
く
り
返
し
て
い
ま
す
が
、

こ
れ
ま
で
何
度
も
人
事
委
員
会

勧
告
を
尊
重
せ
ず
、
不
当
な
賃

金
削
減
・
抑
制
が
繰
り
返
し
て
き

ま
し
た
。 

府
労
組
連
は
「労
働
基
本
権
は

憲
法
で
定
め
ら
れ
た
権
利
で
も

あ
り
、
い
か
な
る
事
情
が
あ
ろ
う

と
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

も
の
だ
」
と
指
摘
し
、
今
年
度
は

大
幅
な
賃
上
げ
を
行
う
よ
う
求

め
ま
し
た
。 

ま
た
、
会
計
年
度
任
用
職
員

や
非
常
勤
講
師
の
賃
金
が
低
す

ぎ
る
こ
と
に
つ
い
て
も
指
摘
し
、

賃
金
水
準
の
引
上
げ
を
求
め
ま

し
た
。
と
り
わ
け
、
非
常
勤
講
師

の
報
酬
に
つ
い
て
は
、
人
の
確
保

の
観
点
か
ら
も
時
間
数
に
応
じ

た
一
時
金
の
全
員
支
給
を
は
じ

め
、
待
遇
改
善
を
強
く
求
め
ま
し

た
。 

 

職
員
・
教
職
員
が
安
心
し
て 

働
き
続
け
ら
れ
る
職
場
を 

 

交
渉
で
は
、
現
場
の
声
に
も
と

づ
い
て
職
員
・
教
職
員
の
異
常
な

長
時
間
労
働
の
実
態
を
示
し
、
抜

本
的
な
改
善
を
求
め
ま
し
た
。

「
業
務
の
見
直
し
」
「
所
属
長
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
」
な
ど
の
回
答
は
示
さ

れ
る
一
方
、
根
本
原
因
で
あ
る
業

務
量
に
応
じ
た
人
の
配
置
が
さ

れ
て
い
な
い
問
題
に
つ
い
て
は
、

ま
と
も
な
回
答
が
示
さ
れ
て
い
ま

せ
ん
。 

過
労
死
ラ
イ
ン
を
超
え
る
よ

う
な
働
き
方
の
根
絶
、
年
間
３
６

０
時
間
の
上
限
規
制
の
遵
守
、
職

員
・
教
職
員
の
大
幅
な
増
員
、
代

替
職
員
の
完
全
配
置
に
よ
る
欠

員
の
解
消
、
常
勤
講
師
の
「
前
倒

し
任
用
」
の
拡
大
な
ど
を
強
く
求

め
ま
し
た
。 

 

職
員
・
教
職
員
の
や
る
気 

向
上
に
つ
な
が
る
改
革
を 

 

い
ま
、
府
当
局
は
「
人
事
給
与

制
度
改
革
」
を
進
め
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
対
し
、
府
労
組
連
は
、
こ

の
間
の
長
き
に
渡
る
職
員
・
教
職

員
の
削
減
や
採
用
の
抑
制
、
２
０

１
０
年
の
給
与
制
度
改
革
、
職
員

基
本
条
例
や
相
対
評
価
、
評
価

育
成
シ
ス
テ
ム
の
導
入
な
ど
、
こ

の
十
数
年
間
で
大
阪
府
が
本
当

に
働
き
づ
ら
い
職
場
に
な
っ
た
と

指
摘
し
「
人
事
給
与
制
度
改
革
」

に
つ
い
て
は
、
評
価
制
度
の
見
直

し
も
含
め
て
、
職
員
・
教
職
員
の

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
向
上
、
過
重

労
働
の
解
消
、
働
き
や
す
い
職
場

づ
く
り
を
大
前
提
と
し
て
進
め

る
べ
き
と
主
張
し
ま
し
た
。 

 

労
働
組
合
に
加
入
し 

み
ん
な
の
力
で 

 
 

今
回
の
交
渉
で
も
「
育
児
部
分

休
業
、
子
育
て
部
分
休
暇
、
介
護

時
間
等
と
時
間
年
休
の
併
用
可

能
」
を
実
現
し
、
子
育
て
部
分
休

暇
（
現
行
小
学
校
３
年
生
ま
で
）

の
対
象
拡
大
に
向
け
た
検
討
を

約
束
さ
せ
る
こ
と
も
で
き
ま
し
た
。 

こ
の
よ
う
に
、
少
し
ず
つ
で
す

が
労
働
組
合
が
切
実
な
声
を
聞

い
て
要
求
し
、
交
渉
す
る
こ
と
で

実
現
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
賃

金
ア
ッ
プ
や
さ
ま
ざ
ま
な
制
度
改

善
は
労
働
組
合
が
あ
る
か
ら
こ

そ
実
現
で
き
ま
す
。
そ
し
て
、
労

働
組
合
が
勝
ち
取
っ
た
成
果
は

全
て
の
職
員
・
教
職
員
に
還
元
さ

れ
ま
す
。
労
働
組
合
に
加
入
し
て

い
な
い
人
は
こ
の
機
会
に
加
入
し

て
く
だ
さ
い
。 

６
月
１
９
日
、
総
務
部
長
は
府
労
組
連
に
対
し
「２
０
２
３
夏
季
要

求
書
」
に
か
か
る
最
終
回
答
を
行
い
ま
し
た
。
（
最
終
回
答
の
要
旨
と

府
労
組
連
の
態
度
は
裏
面
に
記
載
） 

府労組連ニュース ２０２３年

今回の府労組連の交渉での前進・確認点 
 

○一時金（ボーナス）は条例どおり６月３０日に支給 

 

 

 

 

 

 

 

○育児部分休業、子育て部分休暇及び介護時間等と時

間単位年休の併用取得を今年７月より可能とする 

 

○子育て部分休暇の対象となる子の年齢引上げにつ

いて他府県の状況等を踏まえ検討 

府
労
組
連 

第
１
回
中
央
委
員
会 

 ○
６
月
２
２
日
（
木
） 

２
０
時
よ
り 

 

○
オ
ン
ラ
イ
ン
開
催 

※条例上の支給月数 
 
※在職期間に応じて支給  
〔例〕４/１入庁の職員につ
いては、４/１～６/１まで
の期間率（３０/１００）を
乗じて得た額を支給 

一般職員
再任用
職員

会計年度
任用職員

期末手当 1.2月 0.675月 1.2月

勤勉手当 1.0月 0.475月

計 2.2月 1.15月 1.2月

夏期一時金支給月数



２０２３年夏季要求「最終回答」の要旨と府労組連の態度（案） 

 

要求項目 回答要旨 態度（案） 

１．労使慣行遵守 ○経過を尊重し、双方の努力により築く。給与・勤務条件は人事給与制度改

革の取組みなども踏まえ、所要の協議を行う。 

・遵守・改善を要求 

２．職員・教職員の賃

金・諸手当改善、非

常勤職員の賃金・待

遇改善 

 

○人事委員会勧告は、労働基本権制約の代償措置であることから、尊重す

ることが基本と考えている。 

・交渉継続 

３．一時金の引上げ ○条例にもとづく期末・勤勉手当を６月３０日に支給する。 ・一時金の支給は受諾 

・会計年度任用職員も常勤職

員と同様の支給を強く求める 

４．相対評価の中止、

評価制度の賃金反映

撤回 

○相対評価をよりよい制度となるよう取り組む。職員アンケートを実施し検

証する。 

○「評価・育成システム」 は必要に応じて改善に取り組む。教職員アンケー

トは実施時期・方法等も含めて検討する。 

・交渉継続 

５．府職員・教職員の

定数増 

○知事部局については、必要に応じた人員配置に努め、適正な勤務労働条

件の確保等に取り組む。 

○教職員定数について、文部科学省では、令和５年度当初予算において、小

学校における３５人学級の計画的な整備と小学校高学年の教科担任制の推

進、働き方改革や複雑化・困難化する教育課題への対応を図るため定数改

善が行われたことを踏まえて、配分を行った。 

・交渉継続 

６．異常な時間外勤

務の解消、労働時間

短縮 

○時間外勤務等の適正化、年次休暇の使用促進については、「ゆとりの日及

び週間」の実施や、「ゆとり推進月間」における様々な取り組み等を通じて、

その実効性の確保に努めている。 

○過重労働対策については、職員や所属長に対して、産業医による面接指

導や助言指導を実施するなど適切に対応する。 

○人員配置については、所属長等のマネジメントとして位置付け、必要な業

務量に見合った適正な配置に努めている。 

・交渉継続 

７．教職員の異常な

長時間・過密労働の

解消 

○令和５年２月に、グループウエアを活用する等、校務運営の効率化を図る

ため、１０項目の取組みを示し、令和５年４月から各府立学校において取組み

を開始。また、令和５年４月より毎週１回以上の全校一斉定時退庁日を実施

しているところ。 

○令和５年度より、部活動の活性化を図るとともに、部活動に係る教職員の

負担軽減を図るため、複数校での合同部活動を行う「部活動大阪モデル」を

推進し、顧問教員の負担軽減に努める。 

○欠員の解消については、令和４年度からペーパーティーチャーを対象とす

る研修を実施するなど、代替教員の確保に努めていますが、年度途中に生じ

た欠員の代替教員の確保が困難な状況が依然として続いていることから、

代替教員の前倒し任用を拡充するなど、欠員が生じることのないように取り

組む。 

・交渉継続 

８．休暇等の制度拡

充 

○育児部分休業、子育て部分休暇及び介護時間等と時間単位年休の併用

取得を今年７月より可能とする。 

○子育て部分休暇の対象となる子の年齢引上げについて他府県の状況等

を踏まえ検討する。 

○子どもの不登校については要求に応えることは困難。在宅勤務やフレック

スタイム制度を活用していただきたい。 

○生理休暇については、制度の趣旨を総務事務システム内の各種規定・手

引き集に掲載するなど周知している。 

・育児部分休業、子育て部分休

暇及び介護時間等と時間単位

年休の併用取得は受諾 

・子育て部分休暇の対象となる

子の年齢引上げは早期実現を

めざし交渉継続 

・その他は交渉継続 

９．職場環境改善、労

働安全衛生対策 

○労働安全衛生対策は、その運営の充実に努めている。 

○快適な働きやすい職場環境づくりに努める。 

・交渉継続 

１０．咲洲庁舎撤退、

安全で快適な職場 

○職場環境の改善については、引き続き、努力していく。 ・交渉継続 

１１．福利厚生事業の

拡充 

○共済組合や互助会等と役割分担を図りながら対応。 ・交渉継続 


